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【要約】 

 本研究の背景、目的、意義、方法 

日本の人口動態から労働人口の急減が予測され、タスク・シフト／シェア（以後：TS/S）

による良質な医療の提供を可能にする医療体制を構築する必要がある。看護師の専門性を

発揮するためには、看護師は看護補助者と直接ケアにおいて効果的に TS/S を進め、協働を

促進する役割遂行が期待されている。そのためには、看護師の協働に関する役割意識を高

め、的確な指示出しとチーム実践を促進することが求められる。 

研究目的は、看護師の看護補助者への直接ケアに関する指示出しの実践状況を明らかに

するとともに、指示出しの実践と看護師の個人特性及び組織特性との関連を明らかにする

ことである。 

  全国の 400 床以上の病床を持つ、急性期一般病棟に勤務する 2 年目以上の看護師を対象

とし 2024 年 7 月～9 月に Web 調査を実施した。調査内容は、看護補助者への直接ケアの

指示出しにおける実践状況に関する 32 項目、個人特性 10 項目、組織特性 16 項目、看護管

理者の実践 6 項目とした。実践状況の把握には、記述統計を用いた。また、関連性は、指

示出しの実践状況及び看護管理者の実践についてはそれぞれ探索的因子分析を行い、尺度

を作成し、指示出しの下位尺度得点の合計値を目的変数とし、個人特性、組織特性、看護

管理者の実践を説明変数として、重回帰分析を用いて検証した。統計処理には JMP 18.2.1

を用い、統計学的有意水準は両側 5%未満とした。 

  

結果 

研究協力の同意が得られた 157 の医療施設で勤務する看護師に対して 9024 件の調査協

力依頼文書を配布し、全問回答データの 1644 件（有効回答率 18.2％）を分析対象とした。 

1.実践状況：看護補助者への直接ケアの指示出しの実践状況は、的確な指示出しの項目の

うち「患者の安全への配慮」は 95.3％、「指示出しに際して患者の状態の判断」93.6％と高

く、「指示の復唱の依頼」は 53％、「メモなどを添えた伝達」は 35.5％と低かった。チーム

実践の促進のうち、「チームの一員であるとの認識」は 93.7％、「意見を言いやすい態度で

接する」は 91％と高く、「指示終了時後の看護補助者への評価の伝達」は 40.5％、「指示内

容の記録」は 39.5％と低かった。 

2.測定尺度の作成：看護補助者への直接ケアの指示出しに関する項目について探索因子分

析の結果、役割行動である【的確な指示出し】と【チーム実践の促進】の 2 つの下位因子

が抽出された。また、【協働関係構築における看護管理者の実践】は、6 項目で構成された

１つの因子にまとめられた。 

3.関連性の分析結果：【的確な指示出し】と【チーム実践の促進】それぞれの下位尺度を

目的変数とした重回帰分析の結果、2つの下位尺度に共通して正の関連が認められたのは、



「指示出しの自信」、「看護補助者研修（OJT）がある」、【協働関係構築における看護管

理者の実践】尺度得点の 3 項目であった。一方、【的確な指示出し】は、「TS/S は看護の

質に貢献すると思う」、「看護師研修（OJT）がある」とは正の関連が、また「指示出しの

手段」“主として口頭指示”とは負の関連があった。【チーム実践の促進】は、「経験年

数」“1～5 年”、「卒前の学習経験あり」、「看護補助者の直接ケアのスキルに関する資

料がある」、「看護師向け指示出しマニュアルがある」、「看護補助者の定数を満たして

いる」とは正の関連が、「看護補助者研修(Off-JT)がある」とは負の関連が認められた。 

 

結論 

看護補助者への直接ケアの指示出しの実践状況の結果から、指示の判断や伝達、尊重の

態度等の看護師の役割認識や行動を実践している看護師の割合は高かったものの、看護補

助者のケアへの思いの傾聴等を行っている看護師の割合は低かったことから、看護チーム

において目標の共有や対話等、看護補助者の内的動機付けを高め、貢献を引き出す働きか

けに関する課題があることが示された。 

関連性の分析結果から、看護管理者が目的を明確にして看護チームを形成し、協働関係

を促進していくこと、チーム内で実践的に学習する OJT を推進して学習文化を醸成するこ

と、看護師の指示出しに関する自信が高められるよう支援することなどが、TS/S を推進す

るための看護師の指示出し実践の向上につながる可能性があることが示唆された。 

また、“口頭指示”に負の関連がみとめられ、指示の明確化が急務であることが示唆さ

れた。 
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